営業秘密保護推進研究会御中

反社会的勢力との関係排除に関する誓約書
当社（個人の場合「私」以下同じ）は、営業秘密保護推進研究会の会員となるにあたり、各条項のいずれかを満たさないと認められることが判明した場合、又はこの誓約書が虚偽の申告であることが判明した場合は、貴会会員加入の拒絶、もしくは会員の除名を受けても一切の異議を申し立てないことを誓約する。

第1条 （表明）
当社は、過去・現在において、次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。
(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号に規定する暴力団及びその関係団体

(2) 暴力団員及びその関係団体の構成員

(3) 総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治活動標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団その他これらに属する団体又は個人

(4) 自ら又は第三者をして暴力、威迫、詐欺、名誉毀損その他違法若しくは不当な手法を駆使して、経済的利益を追求し、又は甲の事業運営に支障をきたす行為を行う団体又は個人

(5) 平成19年6月19日付犯罪対策閣僚会議発表の「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」において「反社会的勢力」と定義される団体又は個人

(6) 前各号所定の団体又は個人と関係を有することを示唆して違法若しくは不当な要求を行い、経済的利益を追求する団体又は個人

(7) その他前各号所定の団体又は個人に準じる者
(8) 次の各号に該当する者
①自己及び自己の役員が、前(1)～(7)各号で定義される反社会的勢力（以下、反社会的勢力）と社会的に非難されるべき関係を有する者
②出資者又は融資者等、自己の経営を実質的に支配する者が反社会的勢力であること、及びそれらの者が反社会的勢力と関係を有する者
第2条 （反社会的行為に関する確約）

当社は、次の各号に該当する行為を行わない事を確約する。
(9) 自己及び自己の役員が、自己の不当な利得その他目的の如何を問わず、反社会的勢力の威力等を利用する行為
(10) 自己及び自己の役員が、反社会的勢力に対して資金を提供するなど、反社会的勢力の維持運営に協力する行為
(11) 自己及び自己の役員が、自ら又は第三者を利用して、相手方に対し、脅迫的言辞、詐欺的言辞もしくは暴力的行為、及び法的責任を超えた不当な要求を行い、相手方の名誉や信用を毀損すること、および相手方の業務を妨害する行為
平成   年   月   日

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名
(法人会員の場合のみ)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名
（法人会員の場合は入会責任者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　
